
びえい農業ＳＤＧｓへの挑戦
活動期間：令和３年～（継続中）

○北海道中央部・美瑛町は、稲作・畑作・野菜・畜産など多様な農業形態を
擁する。畑作では、労働力不足や小麦の収量・品質低下が問題となっていた。
○普及センターは、ＪＡ・町と連携して、重点地区農業者10戸に対する聴き取
りやワークショップを行い、地域問題の抽出、取り組むべき課題を提案した。

○令和３年から農作業効率化につながるスマート農業技術の実証、小麦の
代替作物の導入推進、若手農業者の経営管理能力の育成に取り組んだ。

具体的な成果

普及指導員の活動

令和２年：実効的取り組みのための準備
■地域農業の問題を抽出するため、ＪＡ・町
と農業者の聴き取りを実施

■ＴＮ法を用いたワークショップから課題の
重要性等を関係者で共有し、優先順位付
けから取り組む課題を選定・提案

令和３～４年：各種取り組みの推進

■衛星リモートセンシングの実用性検証の
ため、システム説明会や調査を実施し、
結果を地区農業者、町スマート農業推進
協議会等で報告

■持続的営農活動のための経営課題解決
を目指し、新たな作物栽培法や既存技術
の見直しのための各種調査研究を支援

■経営解析ツールを用いた作物別収支、経
営実績の見える化を目的に、若手農業者
のツール操作や実績分析・考察を支援

普及指導員だからできたこと

・個別聴き取りで農業者の問題、要望を
掘り起こすとともに、優先順位付けにＴ
Ｎ法を用いた、客観的な評価に基づく課
題提案に農業者・関係機関の理解、協力
を得ることができた。

・新規のスマート農業技術や新たな栽培法
を調査研究の形で実施し、効果を具体的な
データで説明するよう努めた。有効性を具
体化する試験設計、調査方法の策定は普
及指導員の強みである。

・科学的根拠ある成果に地域の関心、信頼
を得ることができた。

※必ず１枚に収めること。

北海道
【重点プロジェクト計画】

具体的な成果

１ スマート農業技術の実証
■重点地区の試験利用から、衛星リモート
センシングによる小麦施肥管理の有効性、
小麦収穫判断の実用性を確認

■実証結果を受けて、衛星リモートセンシン
グは地域全体のシステムに採用された
令和３年 → 令和４年 → 令和５年
重点地区 ８戸・２集団 町全体の
試験利用 が新規利用 システム

採用に

２ 持続的営農活動のための経営課題解決
■個々の意向、経営条件を鑑みた経営課
題・新たな技術メニューに取り組んだ

■取り組み戸数
令和３年 ５戸(９課題)
令和４年 ５戸(11課題)

■作付体系の見直し、大豆の新規導入で小
麦連作は減少(最終目標：５ポイント減)
令和２年 令和４年

小麦連作率48％ → 44％(４ポイント低下)

３ 経営解析ツールを用いた経営分析の実
施
■ツールを用いた経営分析の実施数
令和２年 → 令和３年 → 令和４年
０名 ３名 ４名

マップから
小麦の収穫
順を決定

施肥３週間後、
生育平準化
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北海道 

びえい農業ＳＤＧｓへの挑戦 

 
活動期間：令和３年度～（継続中） 
 

１．取組の背景 
（１）北海道中央部に位置する美瑛町は、河川流域に展開する稲作や丘陵上の

畑作のほか、大玉トマトなどの野菜や酪農など多様な農業形態を擁する。

畑作では、農業経営規模の拡大や小麦作付面積の増加・連作に伴う、労働

力不足や小麦の収量・品質低下が問題となっていた。 
（２）普及センターは、重点地区農業者 10 戸に対する聴き取りやＴＮ法を用い

たワークショップなど、ＪＡ・町と連携して地域の問題抽出と優先順位の

高い課題の選定、提案を行った。 
（３）重要性、取り組みやすさ等の総合評価から、スマート農業技術を活用し

た小麦栽培の効率化、小麦代替作物導入を促す大豆省力的栽培法等の検討、

経営分析ツールを活用した若手農業者の経営管理能力育成に取り組んだ。 
 

２．活動内容（詳細） 
（１）永続的な畑地利用の実践 
 ・衛星リモートセンシングに基づいた小麦窒素施肥（Ｒ３～４） 
 ・持続的営農活動のための経営課題解決（Ｒ３～） 
（２）次世代を担う若手農業者の経営管理能力の育成 
 ・経営解析ツールを用いた経営分析の実施（Ｒ３～） 

 
 

 

３．具体的な成果（詳細） 
（１）永続的な畑地利用の実践 
 ・令和３年は６戸、令和４年は３戸の農業者が、小麦ほ場を撮影した衛星リ

モートセンシングマップを基に窒素量を加減する施肥を実施した。マップ

を踏まえた施肥適正化の結果、その後のほ場内の生育平準化が確認された

(図１)。令和３年に可変施肥を行った６戸では、収穫した小麦の歩留まり(整
粒率)、及び内部品質(子実タンパク)の平準化が見られた。 

・令和４年は、５戸が成熟期前後のマップを参考に、小麦の収穫ほ場順を決

写真１ 衛星リモセンの活用
について意見交換 

写真３ 見える化した経営実 
績を農業者と確認 

写真２ 個別課題の技術メニ 
ューを提案 
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定した。合わせて、散在する小麦ほ場間の効率的な移動ルート選定にも活

用できるものと考えられた(図２)。 
・取り組みの結果を関係機関や生産者組織に報告した。生育の可視化、収穫

作業判断に関する有用性が実証されたことから、令和４年に町内の他地区

農業者や麦作集団が試験利用を開始し、令和５年度には、町全体の生育判

断システムとして衛星リモートセンシングが導入された(表１)。 

 
 

 

  
 
・令和３、４年度それぞれ農業者５戸が、大豆の省力的栽培法、ばれいしょ

の施肥低減など、各自の要望や問題に対応した課題解決に取り組んだ。大

豆狭畦栽培、大豆間作小麦栽培は２戸に定着した(表２)。 
・地区内農業者１戸は、省力的栽培法で新たに大豆作付を開始するなど、小

麦偏重の輪作を見直す動きが進み、地区の小麦連作率は令和２年に比べて

４ポイント減少した(最終目標は５ポイント減)。 
・また、重点地区の実証結果を踏まえて、他地区農業者２戸は大豆間作小麦

栽培を導入した。 
表２ 個別経営課題の取り組みメニュー(Ｒ３～４年) 

ねらい・メニュー 

取り組み戸数 

Ｒ３年 Ｒ４年 

大豆省力栽培 

小麦連作軽減 

狭畦栽培・間作栽培 

緩効性肥料 

連作軽減の大豆導入 

５戸 

１戸 

１戸 

３戸 

２戸 

１戸 

栽培法見直し 

ばれいしょ施肥低減 

てんさい高窒素肥料 

きたほなみは種量 

ブロッコリー液肥 

 

１戸 

 

 

１戸 

 

１戸 

１戸 

土壌物理性改善 耕盤層破砕機施工 ２戸 ２戸 

表１ 衛星リモセンマップの利用状況(Ｒ３～４年) 

利用方法 利用戸数 実施内容、効果 

可変施肥 

Ｒ３:６戸 

・６戸はリモセンマップに応じた可変施

肥を実施 

・小麦の整粒率、内部品質の平準化が見

られた 

Ｒ４:３戸 
・１戸が新たに利用 

・４戸は曇雨天のため施肥に利用できず 

収穫判断 Ｒ４:５戸 ・マップ情報を基に収穫順を決定 

図１ リモセンマップ窒素施肥 
後の生育平準化(Ｒ３年) 

図２ 収穫前のマップからほ場位置、
収穫順を判断(Ｒ４年) 

取り組みを受けて・・ 

→Ｒ４年、他地区農業者８戸・

麦作２集団のリモセン利用 

→Ｒ５年、美瑛町全体の生育把

握・収穫判断システムに採用 

取り組みを受けて・・ 

→地区農業者１戸が省力栽培法で大豆

を新たに導入 

→他地区農業者２戸が、大豆間作小麦

栽培を導入 

→地区全体の小麦連作率４ポイント減

少(Ｒ２:48％→Ｒ４:44％) 
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（２）次世代を担う若手農業者の経営管理能力の育成 
・令和３年は１名、令和４年は若手農業者４名が、農産物生産費集計システ

ム等を用いた経営実績の「見える化」に取り組んだ。年次間、経営間の比

較から、自己経営の特徴、作物別の収支構造や問題点を把握した。 

 
 

４．農家等からの評価・コメント（重点地区複数農業者） 
 ・衛星リモートセンシングの取り組みは、小麦生育を俯瞰的に可視化しただ

けでなく、自分自身の作物をみる｢目｣が概ね正しいと自信につながった 
 ・手間を掛けずに栽培できる方法がわかったおかげで、新たに大豆作付を開

始する決心がついた。収穫も地区内で委託できるようになったので、気軽

に取り組める。 
 ・普及センターといっしょに試験に取り組むことで、は種量見直しや施肥低

減の効果をデータで見ることができる。技術の見直しを判断できる。 
 ・若手農業者の経営者能力の早期育成は重要な課題。経営分析を通じた取り

組みで、後継者層の実践的な育成を望む。 
 

５．普及指導員のコメント 

（上川農業改良普及センター大雪支所・地域第１係） 

・丘陵地特有の景観で有名な美瑛町は、小麦を軸とした農業振興や商品開発

に地域一丸となって取り組んでいる。一方、労働生産性に優れる小麦の作

付増加から、連作による病害発生、生産性の低下が問題となっており、畑

地輪作体系改善と小麦生産振興の双方の推進が求められている。 

・本取り組みは、規模拡大する経営が小麦偏重の生産体系を是正するための

具体的な課題に対して、農業者や関係機関の意向、要望を踏まえて取り進

めており、結果の実効性と町内他地区への波及性に期待している。 

 

表３ 若手農業者の把握した問題点、改善方策(Ｒ３年) 

実施数 若手農業者 

若手農業者の気づき 

見える化した問題点 課題・改善方策 

３名が 

経営分析 

f 水稲の肥料費が町の基準を超えていた 使用肥料銘柄見直しの検討 

h ブロッコリー共選費は想像よりも多額 製品率向上・規格外品の減少 

i ばれいしょ賃料料金高く、収益性圧迫 コントラ委託収穫の見直し 

図３ 対象３経営体の作物別所得の見える化(Ｒ３年実績) 
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６．現状・今後の展開等 
（１）研究機関等で新たに開発される活用技術の情報提供とともに、関係機関

と連携した衛星リモートセンシング有効利用を推進する。経営条件や農業

者の意向に基づいた輪作体系改善、個別経営課題の取り組みを支援する。 
（２）営農環境の激変から緊急性、重要性の高まる経営改善に対して、経営分

析で得られた結果を踏まえた栽培技術の具体的な見直しを支援する。 
 




